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辛  約   

その1で報告したように西松式免震工法は，銅棒を使用した弾性ダンパー方式と，鉛心  

入りの積層ゴムによるものと，高減衰積層ゴムによるものの三つのタイプがある．これら  

の中で銅棒のリングを利用したダンパー形式の免震工法は西桧独自のもので，数々の優れ  

た特性をもつ．そこで，このリング形式のダンパーの特性を正確に把握するため一連の実  

験を行い，当初の目的とした特性を確認した．まず第一に，大地震時の大きな相対変形（30  

cm）にも十分追従でき，破壊することなく十分な減衰性能を発揮し，免震の機能を保持す  

ることを確認した．また，積層ゴムについても数々の実験を行い，十分な変形能力と耐久  

性が立証された．  
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される大きな変形能力を確認することである．なお，積  

層ゴムは設計荷重100tf用のものと200tf用の2種類に  

ついて実験を行ったが，今回は100tf用のものにかぎり  

報告する．  

§2．試験体   

2－1机層ゴム   

本積層ゴムは，Fig．1に示すように，薄いゴムシート  

と鉄板を交互にはり合わせ，外周を耐候性に優れたゴム  

で被覆した構造となっており，荷重支持能力・免震性能  

及び大変形能力を兼ね備えるとともに，長期間の使用に  

耐えるよう設計されている．   

積層ゴム本体部分を構成する内層ゴム・内部鉄板・外  

層ゴム及び端用鉄板は一体加硫接着されており，フラン  

ジと本体部分を高カボルトにより接合する構造となって  

いる．   

本試験に使用した積層ゴムをFig．1に示す．   

TabLelに示すように本積層ゴムは，積層ゴム本体，   

§1．はじめに  

積層ゴムとリングダンパーとからなる免震装置におけ  

るリングダンパーの役割は，他の鋼材ダンパーと同様に  

鋼材の塑性変形により地震カエネルギーを吸収すること  

である．本加力試験の目的は，積層ゴムの耐久性を確認  

することと，リングダンパーの復元力特性・エネルギー  

吸収能力及び初期剛性を求めることと，免震装置に要求   
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Table8 疲労試験条件  

小振幅実験  大振幅実験   

・ 雰  囲  気   空気中   空気中   

温度条件（Oc）   室 温   室 温 ］   

振 動 数（Hz）   0．5   
■   

■ 振   幅（mm）   ±95   ±300   

変形回数（回）   1，000   10   

鉛直荷重（tf）   100   100   

Fig．2リングダンパーの構造  

Table9 動的加力実験パラメータ  

試験体  加力方向  振 幅  周 期  加振速度    貞（mm）  （sec）  （cm／s）   

1S   1．0   25．1   
40  

2S  12．6   
2．0  

せ ん 断   28．3  
90  

4S  11．6  
5．0  

円 【5S   130  16．3  

1P   1．0   25．1   

引張圧縮   Fig．3 加力装置  

ある．このリングの両端には，固定用のダポピンを設け  

ている．  

リングダンパーは水平方向に設置して使うが，予備実  

験からダンパー1体では加力方向（せん断方向，引張圧  

縮方向）によって荷重と変形との関係が異なってしまう．  

そこで，本リングダンパーは4個を1組と考え，その1  

組をもって1つのダンパーとしての機能をもつものとし  

て取り扱う．この考え方によりリングダンパーは，無方  

向性のダンパーとして取り扱うことができる．  

間に発生する地震によるばね定数の変化を推定する目的  

で，莫大積層ゴムを加熱促進老化させた後，小振幅及び  

大振幅のせん断疲労試験を実施し，その間のせん断ばね  

定数の変化を測定すると共に，外層ゴムの異常の有無を  

観察する．せん断疲労試験時の諸条件をTable8に示  

す．加撥与促進老化は，雰囲気温度10肛：の中で159時間（内  

層ゴムで30年，外層ゴムで82年相当の老イ日放置したも  

のと，318時間（内層ゴムで60年相当の老化）の2種類行  

った．   

また，促進老化及び繰り返し変形を与えた試験体と，  

オリジナルの試験体について破壊試験を実施し，極限の  

変形能力を測定する．試験体には鉛直荷重100tfを負荷  

した状態でせん断変形を与え，試験体が破壊するまでの  

せん断変形量と，せん断荷重を測定する．なお，老化促  

進条件は前述の6僻目当老化とした．  

3－2 リングダンパー実験概要  

リングダンパーについては，試験機の都合上，4個を  

同時に加力することはできず1本ずつの加力を行い，そ  

れを数学的に重ね合わせることにより1組のリングダン   

§3． 実験概要   

3－1枕層ゴムの実験概要   

本実験に使用した加力装置をFig．3に示す．   

積層ゴム試験体については，設計鉛直荷重（100tf）を  

油圧ジャッキでかけた状態でせん断陣性試晩疲労試験  

などを行った．なお，せん断陣性はせん断変形量が±100  

mm，±20伽叫±30伽1mの位置で計測した   

また長期老化後の積層ゴムのばね定数変化，及びその   
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実験では熟電対をはり付け温直上昇々一定時間毎に計測  

した．熟電対はり付け位置をFig．4に示す．  

パーの荷重と変形との関係を求めることにした．   

加力方向としては，せん断方向，引張圧縮方向，斜め  

（45度）方向について考えた   

加力は100tfアクチュエータによる変位制御によって  

行い，アクチュエータの最大加振能力であり，本免震装  

置の設計変形能力である±30伽1mまで加力した．また，動  

的50tfアクチュエータによる加力も行った．動的実験の  

パラメータをTabLe9に示す．   

荷重はアクチュエータのロードセルにより，変位は加  

力泊具に取り付けた変位計により計測した．また，垂加勺  

呈4． 実験結果   

4－1積層ゴム実験結果  

（1）せん断バネ特性   

鉛直荷重100tf時のせん断バネ定数を，TablelOに  

示す．   

鉛直荷重100tf時のせん断特性をFig．5に示す．   

また，積層ゴムが大きなせん断変形を受けたときの様  

子をPhotolに示す．  

（2）鉛直バネ特性   

鉛直バネ定数をTablellに示す．   

積層ゴムの鉛直バネ特性をFig．6に示す．  

（3）耐久性   

加熱促進老化させた積層ゴムのせん断バネ定数の変化  

と，繰り返し変形を与えた後のバネ定数の増減の変化を  

Tab始12に示す．   

また，これらの耐久性試験を行った後の積層ゴムの外  

層ゴムには，何ら異常は見られなかった．  

（4）破壊試験   

加熱促進老化（6僻目当）させた複線り返し変形を与  

えた試験体と，老化や繰り返し試験などを経験していな  

いオリジナルの試験体について破壊試験を行った．試験  

体には設計鉛直荷重の100tfを負荷した状態でせん断変  

形を与え，試験体が破壊するまで加力を行ったが，その  

Fig．4 熟電対取り付け位置  

TablelO 積層ゴムのせん断バネ定数  

変位振幅（mm）   せん断バネ定数（tf／tm）   

∈  
±100   0．864   

±200   0．802   

±300   0．808   

30  荷 重（tf）  

鉛直荷重100tf      20  

00  －200   －100  

′  10  

20  

30  

Photol積層ゴムの変形状態  

TabIell積層ゴム鉛直バネ定数  

鉛直バネ（tf／cm）  1055  
Fig．5 積層ゴムせん断梓性  
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結果をFig．7に示す．  

ヰー2 リングダンパー実験結果  

（1）静的実験  

静的加力によるリングダンパーの実鹸結果，荷重一変  

形をFig．8－9に示す．せん断方向加力の結果は，最大  

荷重で正負とも約1．8tfあったが，引張圧縮方向加力に  

ついては，正（引張側），負（圧縮側）で最大荷重が異な  

り，正側で約7．8舐負側で約3．2tfであった．この各加  

力方向の実験結果を数学的に重ね合わせて，1組のリン  

グダンパーとしての荷重と変形との関係を表したものが  

∈  

∈   ∈ ∈  ∈  く⊃ ∈ ⊂⊃ N ⊂⊃ （．⊂） －・・｝  
l／／  

∈     l≡      ∈ ∈      ∈     ∈  

⊂⊃    （＝〕    LJつ  
の     「ナ     の  

†・・｛     N N ／11  

荷 ■重（tf）  

び皮  カ後  

変 位（mm）   

0  100  200  300  400  500  600  

Fig．7 破壊試験結果  

荷重（tf）  

0  1  2  3  4  5  

Fig．6 鉛直バネ特性  

Fig．8 荷重一変形関係（せん断方向）  

Table12 バネ定数の変化（対オリジナル）  

せん断バネ定数変化率（％）  

±100mm  ±200mm  ±300mm   

内層ゴム30年相当     ＋2．1   

老 化 後  
＋2．0   ＋1．9   

内層ゴム60年相当     ＋0．白   

老 化 後  
＋0．9   ＋0．9   

95mmXlOOO回  

繰り返し変形後   
＋0．8   ＋0．8   ＋1．1   

300mmXlO回  

繰り返し変形後  －0．1  ＋0．1  －0．4   

荷重（tf）  

Fig．9 荷重一変形関係（引張圧縮方向）   
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Fig．10である．この荷重と変形との関係を使いリング  

ダンパー の復元力特性の検討を行う．   

また，斜め（45度）方向の加力試験結果も，上と同じ  

ように4個1組のリングダンパーと考えて重ね合わせた  

結果は，Fig．10の荷重と変形との関係とほぼ一致した．  

このことからリングダンパーは，4個1組で考えれば無  

方向性の復元力が得られることがわかった．   

Photo2にリングダンパーの加力状況を示す．  

（2）動的実験   

Table9にある周期と振幅をパラメータとして行っ  

た垂加勺加力実験のせん断方向加力結果，引張圧縮方向加  

力結果の荷重と変形との関係の一例をFig．11～12に  

示す．   

垂加勺実験結果の一覧をTable13に示す．この動的冥  

鹸から以下のことがわかった．   

① 振幅が大きいものほど，破断までの繰り返し数は  

少ない．   

② 同十振幅の加力であれば，周期が変化してもほぼ  

同程度の繰り返し回数で破断する．   

③ せん断方向加力と引張圧縮方向加力では，せん断  

方向加力の方が破断までの繰り返し回数が多い．   

④破断までの履歴ルーブ面積の合計は，加力方向に  

よる差はあるが，同一加力方向については周期，振   

幅の影響は無い．  

（3）実験結果の比較   

静的実験結果と動的実験結果の荷重と変形との関係の  

比較を，せん断方向，引張圧縮方向それぞれについてみ  

荷重（tf）  

Fig．11勤的荷重一変形関係（せん断方向）  

荷重（tf）   

荷重（tf）  

Fig．12 動的荷重一変形関係（引張圧縮方向）  

Fig．10 荷重一変形関係（4個1組）  

Table13 動的加力実験結果  

試験体名  周期  振幅  破断時サイクル  1ルーフ切面積  累積エネルギー   

1S  1秒  4em  ＊10，000  約 2tcm  約20，000tcm   

2S  2秒  4  ＊10，000  約 2   約20，000   

3S  2秒  9   1，120  約19   約21，280   

4S  5秒  9   1．320  約16   約21，120   

5S  5秒  13  579  約21，423   

1P  1秒  4   498  約 20   約 9，960   

2P  2秒  4   579  約17   約 9，843   

3P  2秒  9   121  約 77   約 9，317   

4P  5秒  9   125  約 70   約 8，750   

5P  5秒  13   67  約124   約 8，308   Photo2 リングダンパー加力状況  
＊破断せず  
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 定性，耐久性は十分に満足のいくものであった．   

リングダンパー は力を受ける方向によって粋性が異な  

るので4個1組として扱い，この1組としてのダンパー  

の種々の梓性を評価すると，変形性弛 耐久性，特にエ  

ネルギー吸収量についても十分に満足できるものである  

ことが確認できた．リングダンパーの破断までのエネル  

ギー吸収量は，前述したようにせん断方向と引張圧縮方  

向とでは差がみられたが，周期，振幅の影響を受けずほ  

ぼ一定であった．このことからリングダンパーは1組を  

単位としたエネルギー吸収量で安全側に評価してみる  

と，   

総エネルギー吸収量＝  

引張圧鯨方向のエネルギー吸収量  

＋引張臨締方向ダンパー破断暗までのせん断方向  

エネルギーロ及収量   

となる．（約20，000tcm）   

この値は30×30mmのリングダンパー1組によるエネ  

ルギー吸収量であるが，「般の建物（数階建ての建物）  

を免震構造とするには，約400，000tcnl相当のダンパーが  

必要となる．「般の建物が大地震に見舞われたときに受  

ける総エネルギー量が数万～約十万tcmと考えると，数  

倍から十数倍の安全性が確保されていることになり，当  

免震構法の積層ゴム及びリングダンパーの諸性能は当初  

の目的を十二分に満足したことになる．   

なお，当西於式免震構法の開発に当たり，数々の御肋  

力をいただきました棟浜ゴム㈱の遠藤和夫氏，山田親文  

氏，他の皆様に謝意を表します．   

0 100  200  300  400  500  600（cycle）  

Fig．13 温度上昇図（せん断方向）  

ると，静的実験結果と動的実験結果はほぼ一致しており，  

応答解析用の復元力特性を決めるためには，静的実験結  

果のデータを用いても実用上支障がないと考えられる．  

（垂加勺実験は，アクチュエータの能力限度から±13伽mま  

での実験しか行っていない為）   

また，本実験では試験機の能力上，ダンパーの破折変  

位を把握することができなかった．しかし，動的実験か  

らリングダンパーの能力を，破断するまでの累積エネル  

ギーで評価することができた．  

（4）温度の影響   

本実験では，リングダンパーの発熱温度上昇を測定し  

た 静的実験では動的実験に比べ大変形の加力を行って  

いるが，ほとんど温度上昇がみられなかった．   

動的実験によって計測した温度上昇の代表的な例を  

Fig．13～14に示す．温度上昇は，せん断方向加力では  

リングダンパ ーの固定据付近が最も高く，引張応鯨方向  

加力では両固定端付近と中央部が高くなっている．   

破断時における最高温度は，試験体によりやや差があ  

るが，本実験においては約15（把程度であった．  

§5．まとめ  

積層ゴムのばね定数，変形能力等については，60年程  

度の経年後でも急激な特性の変化は見られず，初期の特  

性を十分に保障し，免震構造体の一構造部品としての安  
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